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公立大学法人宮城大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（案） 

 
（趣旨） 

第１条 この規則は，地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下「法」という。）
の規定に基づき，公立大学法人宮城大学（以下「法人」という。）の業務運営並びに財務

及び会計について必要な事項を定めるものとする。 
 
（業務方法書の記載事項） 
第２条 法第２２条第２項の業務方法書に記載すべき事項は，次の各号に掲げる事項とする。 
一 業務運営に関する基本方針 
二 業務委託の基準 
三 競争入札その他契約に関する基本的な事項 
四 その他法人の業務の執行に関し必要な事項 

 
（料金の上限の認可の申請） 
第３条 法人は，法第２３条第１項の規定による認可を受けようとするときは，次の各号に
掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 
一 料金の種類及び上限 
二 料金の上限の額の設定の根拠 
三 料金の上限の範囲内において現実に徴収しようとする料金の額 
四 料金の上限を変更しようとする場合にあっては，その理由 

 
（中期計画の認可の申請） 
第４条 法人は，法第２６条第１項前段の規定による認可を受けようとするときは，同項の
中期計画（以下「中期計画」という。）の期間の最初の事業年度の開始の日の３０日前ま

でに，申請書に当該中期計画を添えて知事に提出しなければならない。 
２ 法人は，法第２６条第１項後段の規定による認可を受けようとするときは，当該変更の
内容及びその理由を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

 
（中期計画に定める事項） 
第５条 法第２６条第２項第７号の規則で定める業務運営に関する事項は，次の各号に掲げ
る事項とする。 
一 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 
二 業務運営に関する重要事項に関する目標を達成するためとるべき措置 
三 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該
状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためとるべき措置 
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四 法第４０条第４項の承認を受けた金額の使途 
五 人事計画に関する事項 
六 施設整備計画に関する事項 
七 その他法人の業務運営に関し必要な事項 

 
（年度計画） 
第６条 法第２７条第１項の年度計画においては，中期計画において定められた事項のうち
当該事業年度において実施すべき事項を定めなければならない。 
２ 法人は，前項の年度計画を変更したときは，当該変更の内容及びその理由を記載した届
出書を知事に提出しなければならない。 

 
（各事業年度に係る業務の実績の報告） 
第７条 法人は，法第２８条第１項の規定による評価を受けようとするときは，事業年度の
終了後３月以内に，当該事業年度の年度計画において定められた事項ごとにその実績を

記載した報告書を公立大学法人宮城大学評価委員会（以下「評価委員会」という。）に提

出しなければならない。 
 
（中期目標に係る事業報告書の記載事項） 
第８条 法第２９条第１項の事業報告書には，中期目標において定められた事項ごとに，当
該中期目標の期間における業務の実績を記載しなければならない。 

 
（中期目標に係る業務の実績の報告） 
第９条 法人は，法第３０条第１項の規定による評価を受けようとするときは，中期目標の
期間の終了後３月以内に，当該中期目標において定められた事項ごとに当該中期目標の

期間における業務の実績を記載した報告書を評価委員会に提出しなければならない。 
 
（財務諸表） 
第１０条 法第３４条第１項の規則で定める書類は，地方独立行政法人会計基準及び地方独
立行政法人会計基準注解（平成１６年総務省告示第２２１号。以下「会計基準」という。）

に定めるキャッシュ・フロー計算書及び行政サービス実施コスト計算書とする。 
 
（財務諸表等の閲覧の期間） 
第１１条 法第３４条第４項の規則で定める期間は，６年とする。 
 
（剰余金のうち中期計画に定める使途に充てられる額の承認の申請） 
第１２条 法人は，法第４０条第３項の規定による承認を受けようとするときは，次の各号
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に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 
一 承認を受けようとする額 
二 前号の額を充てようとする剰余金の使途 
２ 前項の申請書には，法第４０条第１項に規定する残余がある事業年度の事業年度末の貸
借対照表，当該事業年度の損益計算書その他知事が必要と認める書類を添えなければな

らない。 
 
（積立金の処分に係る承認の申請） 
第１３条 法人は，法第４０条第４項の規定による承認を受けようとするときは，当該中期
目標の期間の次の中期目標の期間の最初の事業年度の６月３０日までに，次の各号に掲

げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 
一 承認を受けようとする金額 
二 前号の金額を財源に充てようとする業務の内容 
２ 前項の申請書には，当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表，当該期間最後
の事業年度の損益計算書その他知事が必要と認める書類を添えなければならない。 

 
（納付金の納付の手続） 
第１４条 法人は，法第４０条第６項に規定する残余があるときは，当該規定による納付金
の計算書に，当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表，当該期間最後の事業

年度の損益計算書その他の当該納付金の計算の基礎を明らかにした書類を添えて，当該

期間最後の事業年度の次の事業年度の６月３０日までに，これを知事に提出しなければ

ならない。ただし，前条第一項の申請書を提出したときは，これに添付した同条第二項

に規定する書類を重ねて提出することを要しない。 
 
（短期借入金の認可の申請） 
第１５条 法人は，法第４１条第１項ただし書又は同条第２項ただし書の規定による認可を
受けようとするときは，次の各号に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなけれ

ばならない。 
一 借入れ又は借換えを必要とする理由 
二 短期借入金の額 
三 借入先 
四 短期借入金の利率 
五 短期借入金の償還の方法及び期限 
六 利息の支払の方法及び期限 
七 その他知事が必要と認める事項 
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（重要な財産の処分等の認可の申請） 
第１６条 法人は，法第４４条第１項の規定による認可を受けようとするときは，次の各号
に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 
一 譲渡し，又は担保に供しようとする財産の内容（土地の所在，地番，地目及び地積又
は建物の所在，家屋番号，種類，構造及び床面積） 
二 譲渡し，又は担保に供しようとする財産の予定価格（適正な対価を得てする売払い以
外の方法により処分等を行う場合にあっては，その適正な見積価額） 
三 譲渡の対価，担保の提供に係る債権の価額その他の取引条件 
四 譲渡又は担保の提供の方法 
五 譲渡又は担保の提供をしても法人の業務の運営に支障がないと認める理由 

 
（県の出資に係る土地及び建物の譲渡等に関する協議） 
第１８条 法人は，県の出資に係る土地及び建物の全部又は一部を譲渡し，又は担保に供し
ようとするときは，あらかじめ，知事に協議しなければならない。 
２ 前項の協議は，次の各号に掲げる事項を記載した文書でしなければならない。 
一 譲渡し，又は担保に供しようとする土地の所在，地番，地目及び地積又は建物の所在，
家屋番号，種類，構造及び床面積 
二 譲渡し，又は担保に供しようとする土地又は建物の適正な見積価額 

 
（特定償却資産の指定） 
第１９条 知事は，法人が業務のために取得しようとしている償却資産についてその減価に
対応する収益を得ることが見込まれないと認められる場合には，当該償却資産を特定償

却資産（会計基準第２章第１１節第８４の規定により，減価償却相当額を損益計算上の

費用には計上せず，資本剰余金を減額する償却資産をいう。）として指定するものとする。 
２ 前項の規定による指定は，法人が償却資産を取得するまでの間に限り行うことができる
ものとする。 

 
（奨学を目的とする寄附金の受納） 
第２０条 法人は，奨学を目的とする寄附金を歳入として受け入れるものとする。ただし，
次に掲げる条件以外の条件が付されているものは，受け入れることはできない。 
一 学術研究を指定すること。 
二 貸与し，又は給与する学生の範囲を定めること。 
三 奨学寄附金によって研究した結果の簡単な報告を行うこと。 
四 奨学寄附金に係る収支決算の概要を提出すること。 
五 寄附目的が完了したときは，使用残額は返還すること。 
六 その他知事が必要と認める事項 
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２ 法人は，前項の寄附金を受納したときは当該寄付金の目的及び使途状況等を明らかに

した書類を添えて，次の事業年度の６月３０日までに，これを知事に提出しなければな

らない。 
 
附則 
（施行期日） 
１ この規則は，平成○年○月○日から施行する。 
（経過措置） 
２ 法人の成立後最初の中期計画については，第４条第１項中「同項の中期計画（以下「中
期計画」という。）の期間の最初の事業年度の開始の日の３０日前までに」とあるのは，

「法人の成立後遅滞なく」とする。 
３ 法第６６条の規定により法人が承継した権利に係る財産のうち償却資産については，こ
の規則の施行の日に，第１８条第１項の規定による指定があったものとみなす。 

 


